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ドイツ資産課税の近年の動向について

野 田 裕 康

は じ め に

EUの中で２０００年代に入り好調なドイツ経済の一挙手一投足が注目されてい
る。財政政策にも多くの議論が行われ，２０１４年９月の連邦議会において
Schäuble財務相が明らかにした２０１５年度予算新規国債発行ゼロのアナウンス１

は，とりわけ２００５年以降のドイツ財政再建の大きな成果として，クローズアッ
プされた。このようなドイツ経済を分析するツールの一つに税制改革があるが，
そのなかでも資産課税の改革議論は現時点でもドイツ内外において多様な論争
をもたらしている。

特に，資産の保有に対する課税は，元来所得の稼得時や財の消費時以外にお
いて税負担を求めるという財政資金獲得機能以外にも，再分配機能を有してい
ることが主な課税根拠とされている。Piketty（２０１４）２が叙述するまでもなく，
資産課税は所得課税や消費課税では捉えきれない社会的公平を是正するツール
として世界各国で採用されてきていたのである。しかしながら今日，資産保有
課税の代表とされる一般財産税を徴税していない国は多く，また，資産移転税
の代表である相続税も廃止や減税傾向となっている国もある。

ここにおいて我が国とドイツの資産課税もまた，対照的であろう。現時点で
一般財産税のない（徴収停止状態）ドイツ国内の再導入議論の強まりや相続税

１ 「連邦予算は２０１５年度より新規国債発行をしない予定であり…（中略）…。こ
の“ブラック・ゼロ”と
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自体は自己目的ではなく，公約を履行し
たことに過ぎない」（傍点筆者）Deutscher Bundestag（２０１４a）: S.４４６０. f.

２ Piketty. T（２０１４）: p. ５２４．但し彼の主張するグローバルな資産課税の実現には
累進課税等においてさらなる議論が必要であろう。
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増税の議論は，１９９０年以降にオーソドックスな所得格差の拡大と，富の不平等
分配が引き起こしたものと考えられ，課税資産評価の問題も特に不動産税にお
いて喫緊の課題となっている。失業率の低下にもかかわらずドイツにおいて貧
困が増加している背景には，国際的に高いジニ係数や低所得者層の増大等が要
因であるとする分析３も多い。２０１３年に公表された『ドイツの生活実態-第４次
連邦政府貧困富裕報告書』４によれば，ドイツは租税及び社会保障移転により市
場所得の不平等を最も強く削減していると財政政策の成果を指摘する。

一方わが国の資産課税議論はドイツとはその本質が異なっている。わが国の
相続税の見直しは課税ベース拡大による資金調達目的が主であり，贈与税の優
遇や事業承継税制による中小企業支援等も景気刺激対策・地価下落対策を根拠
としていよう。またわが国の固定資産税の資産評価問題は時価評価が定着して
おり，ドイツにみられるような公的評価自体の法的・経済的議論は少ない。

本論ではこのような日本の資産課税の問題にも触れながら，主にドイツ資産
課税の近年の実態を広範囲に考察する。すなわち，統一ドイツ以降の資産課税
改革の経緯と現状の課税分析から，一般財産税，相続税，不動産税，その他資
産の取得・保有・流通全般に至る財政的動向をサーベイし，問題点を浮き彫り
にしておきたい。それらの考察から求められる詳細な課税理論分析やドイツ経
済への影響等具体な財政効果については稿を改めて論述するとし，本稿ではド
イツ資産課税全般の議論を，多様な側面から整理検討を行うものである。

JEL：E６２０，H２０．
Keywords：ドイツ税制，資産課税，所得格差

３ Vgl. Seils. E／Meyer. D（２０１２）, Schneider. U／Stilling. G／Woltering. C／Krause.
NR（２０１３）, Grabka. MM／Westermeier. C（２０１４）, Grabka. MM（２０１４），等を参
照。例えばDIWではSOEP独自の試算（SOEPv２９）によるジニ係数を２０１２年で０．７８
と算定している。Vgl. Grabka／Westermeier（２０１４）: S. １５３. f.但し，等価市場所
得によるジニ係数は２０１１年で０．４９であるが，家計純所得のジニ係数は０．２８８とな
り，このことから５賢人委員会の２０１４年報告書では，所得がOECD内で平均以上
に再分配されていると述べている。Vgl. SVR（２０１４）: S.３８０. f.

４ BMAS（２０１３）, S. XXIII.
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第１章 資産関連諸税の範囲考察

１．１ 資産課税の分類
資産に対する課税を正確に定義することは難しい。動産，不動産，金融資産，

さらには無形資産まで，いわゆる課税対象とされるモノ・サービスの取得・保
有・譲渡・流通の各段階において税の介入を正当化・区分することは，それら
の財のフローとストックの各視点における（政治的）経済的意義や価値評価基
準の多面性も配慮すると，事実上厳密な課税分類は困難であろう。

OECDの分類５に従えば資産に対する課税は，経常的不動産税，経常的純資
産税（一般財産税），遺産・相続・贈与税，金融・資本取引への課税，その他
非経常財産税，その他経常財産税，の６種に大分類される。ここには財産の売
却による資産価値増大，すなわちキャピタルゲインへの課税は含まれていない。
キャピタルゲインはわが国でも発生所得への所得課税に分類６している。

ドイツにおける資産課税の分類では，まず実物課税（Substanzbesteuerung）
が上位概念にあり，財産に係わる課税を総称しているが，歴史的に財政学上及
び経営学上で税の負担に対する概念に差がある７。〈図１〉参照。つづいて（地
方）物税（Realsteuer, Objektsteuer, Sachsteuer）に分類されるものとして不
動産税と営業税があり，共に市町村の基幹税となっている。但し，特に営業税

５ OECD（２０１３a）: The OECD classification of taxes,４. Taxes on property.
６ 政府税制調査会（２０００）：p.２８８．「なお，利子・配当所得のように資産の保有

に伴う収益に対する課税や土地・株式等のキャピタルゲインに対する課税は資
産性所得課税と言われ，個人所得課税の一部として取り扱われることが一般的」
Vgl. The OECD classification of taxes, １. Taxes on income, profits and capital
gains.

７ 通常は経営学上の相続贈与税，不動産税，経常的財産税，臨時的財産税，営
業資本税を言うが，元々は財産自体（実物）に対する（法律上の）負担であり，
財産から得られる経済上の収益ではないと考えられている。しかしながらこの
ようなドイツ資産課税の有する財産の定義や分類上の問題は，相続税及び不動
産税において評価の不平等性から絶えず税法上の争点となって今日に至ってい
るのである。Vgl. Hey. J（２０１３）: S. ２３６., Hiller. M／Vogel. T／Lipp. M（２０１３）: S.
６９３. f.
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は営業資本税の廃止後，営業収益税のみが残り，わが国の事業税と同様に，今
日では収益税的役割が強く，もはや物税としての性格は極めて希薄になってい
る。

一方で実物課税に並ぶものとして所得税や法人税等の収益課税（Ertrag-
steuer）がある。ドイツで１９９６年まで徴収されていた経常的純資産税である一
般財産課税（Vermögensteuer）もまた実物課税に含まれるが，所有者に対す
る総資産課税（富裕税）という意味ではこの税も人税に分類すべき性質を有し
ている。

ここで大まかに，資産の静態的保有に対する税と，動態的移転すなわち無償
譲渡と有償流通に対する税という２面から資産に対する課税の全般を資産関連
諸税と捉え，主要資産３課税の考察に加えて日独の比較をしておきたい。

１．２ 資産保有課税
保有に対する課税とは，財を経常的に保有している事実に対して担税力を見

出すものである。つまり，その財の資産価値自体に担税力を有すると捉えて課

〈図１：資産関連諸税の分類〉
出所：Schratzenstaller. M（２０１１）: S.８，同左（２０１３）: S.１６，その他より作成
（注：点線枠は日本のみの税，イタリック文字は現在徴収されていない税）
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税が行われるものである。この概念に属するものが一般財産課税である。これ
は個人又は法人が保有する財産全体（総資産）に対して定期的に課税が行われ
るもので，わが国では「富裕税」という名称で８戦後の数年間，ドイツでは１９９６
年まで「財産税」という名称でそれぞれ徴税されていた。現在，人税としてこ
のような一般財産課税を徴収している国は多くない９。なお，経常的ではなく
臨時的に課せられる課徴金も一般財産税の一形態であり，わが国では戦後直後
の預金封鎖に伴う財産税が，ドイツでは１９４９年に負担調整課徴金が，それぞれ
臨時の財産課徴金として徴収されている。

次に，減耗しない特殊な財である土地の所有に対する不動産税は世界各国で
課税されており，これは税収規模からみても資産課税制度全体の中心となって
いる。わが国の土地保有課税は固定資産税中心であり，地域により都市計画税
も課されている。１９７３年から２００２年まで市町村税としての特別土地保有税や，
１９９２年から１９９７年まで国税として徴収された地価税も純然たる保有課税であっ
た。

また，減耗する財の中では，自動車の保有１０に対して多くの国で特別な課税
が行われている。さらに諸外国では見られないわが国の自動車重量税は購入・
車検時に課税されるもので，いわば取得と保有に係わる資産課税と理解できる
が，税法上では保有よりも利用に対する税と捉え，酒税・たばこ税等と同様に
消費課税として区分される。

このように，土地所有と自動車所有は，資産価値自体に担税力を有すると捉
えるだけでなく，公共サービスや環境保護等の政策目的で応益的な課税が行わ
れており，特に自動車の所有は自動車取得税のみならず自動車税も消費課税に
分類されている。しかしながら，わが国の自動車税，軽自動車税，自動車重量
税の納税義務者が所有者であることを鑑みれば，広義の資産関連諸税としてこ
れらを資産に関連する税に含めることもできよう。

また，経常的保有資産の中でも主に地方政策目的から財産の種類によって特

８ 梅田高樹（１９８２）：p.２４４.
９ ２０１４年現在フランス，スイス，ノルウェーが富裕税を課税している。
１０ 自動車取得税もわが国に独特な税で，イギリス，フランス，ドイツは登録

税・登録料である。内山和憲（２００５）：表４．
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別に税が課せられる場合がある。ドイツでは雑税（Bagatellsteuern）と総称
されている犬税，第２住宅税，娯楽税（Vergnügungssteuer）等である。これ
らはドイツ基本法に基づく地域的消費・奢侈税（Örtliche Verbrauch- und Auf-
wandsteuer）１１として，消費税や流通税に近い性質を有するものであるが，保
有する奢侈財が生み出す有形無形の価値利用という意味で一般財産税にも類す
る同意語１２と考えられよう。

さらに，銀行預金資産の保有が生み出す利子課税等も，人税として個人所得
段階において世界各国で課税されているが，本質的には預金や債券という金融
資産の継続保有を前提としている点で資産課税の範疇に分類することもできよ
う。この資産性所得課税と給与所得等の勤労性所得課税との二重課税の問題は，
利子課税理論における大きなテーマであり，様々に議論１３されている。通常は
経済価値発生時の所得課税に分類されるものであるが，勤労所得以外を資本所
得としている二元的所得税論から見れば，保有資産の移転や保有自体による資
産価値増大という金融所得も広義では資産課税とみなすことも可能である。し
かし実際には，キャピタルゲイン（保有資産価値の増大）やインカムゲイン（資
産保有による収入）等人為的な価値増大が発生する場合，一般に人税として所
得課税の範疇で課税されることから，結果的に資産課税には分類してはいない
のである。

１．３ 資産移転課税（流通税）
資産の無償譲渡に対する税には遺産税・相続税・贈与税が，そして有償譲渡

の中でもいわば特別な資産の移転に対する税として不動産取得税がある。共に

１１ ドイツ基本法では第１０５条で租税立法権を，第１０６条で租税収入権を規定して
いる。Vgl. Art.１０５Abs.２a. GG, und１０６.

１２ 例えば，第２住宅税は通常の生活水準を上回る利用に対して，また，娯楽税
は遊戯施設の利用に対してそれぞれ課税根拠を持つとされ，物質的な消費に対
する消費税と区分されている。なお厳密には，奢侈税とは射幸性の強い賭博施
設に対する税とも区分される。Vgl. Peren. FW／Clement. R／Terlau. W（２０１１）:
S.２１. f.

１３ 野田（２００５a）：p.３３３,（２００５b）: p.２.
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特定の資産取得による担税力の増大に対して課税されるものである。その他に，
わが国では資産の移転に対する税として登録免許税や印紙税が分類上資産課税
等とされているが，ドイツでは現在，資産の有償移転に対する課税は行われて
いない。ドイツでは１９９０年初頭まで金融・証券市場の拡大を目的としてそれま
で資産の移転時に課税していた連邦税としての有価証券税，証券売上税，企業
税を段階的に廃止しており，さらに市町村の物税である営業資本に対する営業
資本税も１９９７年で廃止している。他方で，利子所得に対して源泉徴収課税が
１９９３年に導入され，現在は利子清算税（Abgeltungsteuer）として分離課税が
行われるようになった１４。わが国でもビックバンによりドイツと同様に有価証
券取引税，及び，取引所税が１９９９年３月で廃止されている。

ここで留意しておきたい点は，価値のある資産を保有している事実自体（ス
トック），及び，保有している資産の移転により生み出される付加価値（フ
ロー），に対する税を資産関連諸税と広く定義する場合，フロー（取得時）か
らストック（保有期間）へと資産保有期間のみならず，資産の移転に伴う時間
制約（課税期間）も重要となるであろう。このことは結果的に資産課税（厳密
な永年型ストック課税）とは所得課税（年間型フロー課税）の補完税という立
場に落ち着くであろう。つまり所有という事実のみに対する納税義務の発生，
国家の介入は一般財産税（及び臨時財産税）のみとなろう。さらに贅沢品の消
費に対する課税（わが国の旧物品税）や公的資産が生み出すフローの中には，
実質的に使用料・手数料として区分される場合も多いが，ドイツの雑税やわが
国の法定外税の中にも，資産課税等として分類されているものや，本稿におけ
る広義の資産関連諸税と定義できるものがあろう。

なお，一般的に課税主体は，厳密な意味での資産課税を国税（再分配機能）
として徴収し，定義の広範囲な資産課税等に対しては地方税（資源配分機能）
として徴収されている国が多い。但しドイツの場合，相続税は州税であり，不
動産税は市町村税である。また，ドイツ不動産税は利用者に対する課税も行っ
ているが，わが国の固定資産税は所有者に対する課税の為転嫁の問題がある。
そして近年の外形標準課税における資本割も本質的に資産課税の性格が強まっ

１４ 野田（２０１１）：p.１. なお２０１４年現在，金融取引税はドイツをはじめEU内１１か
国で導入に向けた議論を再び行っている。
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てきている等，厳密な資産に対する課税の正確な定義や分類には，例えば税と
負担金と使用料の区別等多くの問題と議論が残ろう。

第２章 税収分析

２．１ OECD統計による主要３資産課税税収の比較
資産課税税収を対GDP比で国際比較しているOECDのデータ１５によると，

２０１２年でイギリス（４．２％），フランス（３．７％），ベルギー（３．３％），カナダ
（３．３％）が上位を占め，わが国は２．７％，ドイツはOECD諸国の平均である
１．８％を大きく下回る０．９％である。〈図２―１〉参照。また，OECDの歳入統計
を基にした財務省の国際比較によれば，わが国の資産課税等（国税＋地方税）
の割合は２０１１年で１７％とOECD諸国の第３位１６にあり，ドイツはOECD諸国の
平均である９．６％を大きく下回る３．９％で第２８位としている。

このような統計から判断して，ドイツの資産課税の水準は国際的にも低いと
理解され，これもドイツ内の資産課税強化論の一つの根拠とされているのであ
る。但し，資産課税の国際比較は対GDP比（経済力）から見たものが多く，
ドイツの０．９％という数値は２０００年以降大きく変わっていない。しかし総税収
に対するGDP比はこの期間において３５．０％（２００５年）から３７．６％（２０１２年）
と上昇しており，ドイツ経済の成長が認められる。そこで税収の推移を経済規
模からではなく，総税収（財政力） に占める資産課税の推移から見てみよう。
〈図２―２〉は主要国の資産課税税収を総税収割合でみたものである。

対GDP比から見たドイツ資産課税の推移は，１９６０年代のOECD平均から漸次
的に乖離しているのに対し，総税比では１９６０年代以降一貫してOECD平均から
一定の間隔を保っていることが解る。他方，わが国の資産課税の推移を見ると，
対GDP比では１９７０年代後半までOECD平均を下回っていたのに対して，総税比
では１９７０年までOECD平均と同じに推移し，その後対GDP比と同様にOECD平
均を上回った推移を示している。

１５ OECD（２０１４）: Taxes on property, Revenue statistics: Comparative tables,
OECD Tax Statistics（database）

１６ 財務省（２０１４）：OECD諸国における所得・消費・資産課税等の割合の国際比
較（国税＋地方税）
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すなわち，資産課税税収を日独で比較した場合，わが国では１９７０年代以降に
固定資産税評価額が上昇したことが大きかったのに対して，ドイツでは１９６０年
代まで一般財産税の役割は大きかったものの，総税比では常にOECD平均以下
であり，財政上の役割はほとんど変化していないことが読み取れよう。

２．２ 資産関連諸税の税収分析
続いて，広義の資産関連諸税の税収を比較してみたい。〈表１〉はわが国と

ドイツにおける２０１２年度の税収を見たものである。まず主要な資産課税，すな

〈図２―２〉主要５か国の資産課税税収推移［総税収に占める割合］（単位：％）
出所：OECD（２０１４）: Revenue Statistics,４０００Taxes on property.より作成

〈図２―１〉主要５か国の資産課税税収推移［GDPに占める割合］（単位：％）
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わち，不動産税，相続税，一般財産税と，それ以外の広義の資産関連諸税では
税収規模に大きな違いがある。一般に不動産保有税は諸外国でも重要な税源と
なっており，ドイツでは不動産税が地方税に占める割合で約１７％，わが国では
２４．５％１７となり，共に地方の基幹税である。

つづいて遺産・相続・贈与税は，わが国では国税に占める割合が約３．５％と

〈表１〉日独資産課税（広義の資産関連諸税）税収比較（２０１２年）

資

産

関

連

諸

税

OECD分類 ドイツ（単位：百万€） 日本（単位：億円）

１１１０個人所得／利潤
１２１０法人利潤

源泉分離課税
（清算税）

８，２３４ 源泉所得税
・利子所得等
・配当所得

５，１９６
１６，７０１

小 計 ８，２３４ ２１，８９７

資

産

課

税

４１００保有 不動産税 １２，０１７ 固定資産税 ８４，８９０

無 都市計画税 １２，１５５

事業所税 ３，４９８

４２２０経常保有 銀行税 ６９３ 無

４３００遺産相続贈与 相続・贈与税 ４，３０５ 相続・贈与税 １５，７４３

４４００金融資本流通 不動産取得税 ７，３８９ 不動産取得税 ３，３５６

登録免許税 ６，２０５

印紙収入＊ １１，０２０

小 計 ２４，４０４ １３６，８６７

５１２１個別消費 無 自動車取得税 ２，１０４

５２１０利用 自動車税 １５，８６０

軽自動車税 １，８４３

自動車重量税２０１１ ７，５５１

５２１１／５２１２利用 自動車税 ８，４４３

５２１３利用 犬税＊ ２９９

第２住宅税＊ １１０ 別荘等所有税 ５．５

小 計 ８，８５２ ２７，３６３．５

総 計 ４１，４９０ １８６，１２７．５

出所：BMF-Referat IA６（２０１３），国税庁統計年報（Ｈ２４年度収入分）その他より作成
（注：＊は２０１３年度税収）
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諸外国に比して大きく，ドイツにおいても改革の可能性が高い財産の無償移転
に係わる税であることから簡単に考察しておく必要があろう。そして資産課税
の本質である一般財産税は，日独で現在徴収されてはいないが，ドイツにおけ
る資産課税改革議論の中核であるため，特にドイツについてのみ簡単に考察を
加えておく。ここで税収の視点からさらに取り上げるべきは，金融所得課税
（利子課税）及び，ドイツでは自動車税と不動産取得税が，わが国ではさらに
自動車税，都市計画税，印紙収入等がそれぞれ挙げられよう。但し，不動産取
得税を除きこれら自動車関連税は税法の分類上で流通課税に属し，一般に金融
所得課税も個人に対する所得課税として議論されるため，本論では広義の資産
関連諸税と位置づけている。

また，本稿で広義の資産関連諸税の税収実態を議論する場合，税収規模以外
の政策的考察も必要であろう。ドイツにおいて雑税と呼ばれる娯楽税，犬税等
は自治体の行政コントロール機能が中心となり，財源調達目的が副次的になっ
てしまっている事情は，わが国の法定外税と類似するものがある。２０１２年で資
産関連諸税税収は我が国で約１８．６兆円，ドイツでは約４１５億€となった。まず，
所得課税での比較はドイツ清算税と利子所得等と配当所得のみの比較であり，
所得課税における金融所得が資産性所得の補完ということを見れば，より多様
な金融商品や金融課税制度に対する詳しい比較が求められよう。また，消費課
税での比較はドイツにおいて雑税収入が多く，我が国においては自動車関連税
が多く，結果的にドイツの資産関連税は我が国と比べてもその規模が小さいこ
とが伺えた。但し，OECDに基づく資産課税の比較においては，我が国の地価
が高いことから諸外国より資産課税の割合が高くなっている点は配慮しなけれ
ばならないであろう。このように，資産全般に係わる課税を税収規模で比較す
る場合は，課税ベースの国際比較と資産の厳密な類型化や資産評価の国際標準
化が不可欠となり，それらを一般化して日独の資産課税を同じ視点で考察する
ことは困難であろう。

従って次章では，一般財産税，相続税，不動産税の資産主要３税のみの近年
の改革議論をサーベイし，税収規模の小さい資産関連諸税の資産的性質の意義
と考察は，その他の資産に係わる税全般として第４章で簡単に言及するにとど

１７ ドイツは州税を除く２０１３年，わが国は２０１４年地方財政計画。
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めておきたい。

第３章 主要３資産課税の改革の概要

３．１ 一般財産税（再導入議論）
統一後のドイツにおける所得格差の問題は所得の再分配のみならず，とりわ

け東西格差の財政調整の議論でもあった。すなわち，統一後の東独において一
般財産税は徴収されておらず，新たな財産税法の下では東独地域の優遇措置も
考慮に入れなければならないが，一方で連帯税の問題は公平性に影響を与える
ことになる。従って本章では公平性の問題は除外し，再導入議論のサーベイと
財政効果についてのみ考察する。

ドイツの一般財産税は１９６０年代に税収がGDP比で１％を超え，全税収に占
める割合でも２％を超え，州税内でも自動車税に次ぐ規模があった。しかしそ
の後は一貫して割合が低下し，１９９７年以降徴税停止に至っている。その理由は
連邦憲法裁判所により，５割以上の税介入及び課税評価に不平等があると判
決１８されたため旧財産税法は廃止となり，新たな財産税法案も成立していない
からである１９。しかし，２０００年代に入りドイツ内で所得格差の問題が台頭し，
金融危機以降のドイツ経済の好調な発展は再び一般財産税の導入や臨時財産課
徴金の議論に結びついた。

一般財産税再導入の議論は，既に２０００年代初めより一部で議論されていた２０。
〈図３〉の税収推移のグラフからも分かるように，一般財産税は戦後ドイツの
租税政策に大きな役割を演じてきた。

ここで再導入議論の主張をまとめておくと，まず税収のGDP比で国際比較
した場合にドイツ資産課税の割合が低いこと，様々な実証分析によりドイツ内
の所得格差が広がっていることが明らかになってきたこと，一般財産税廃止の
直接的原因であった資産評価の問題が相続税評価手法を利用することで裁判所
の要請を満たした新たな財産税法創設の可能性が生まれたこと，が挙げられる。

１８ BVerfG v２２.６.１９９５,２BvL３７／９１, BStBl II１９９５, S.６５５.
１９ 野田（１９９９）：p.１２５．
２０ Schrinner. A／Steinbeis. M（２００２）, Gutekunst. G et al（２００２）, Wieland. J
（２００３）, u.s.w.
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まず，資産課税税収全体に占める各税の割合は，２０１１年時点でドイツでは不
動産税が約５１％，金融資本取引税が約２７．８％，相続税が約１８．６％である。わが
国は固定資産税の割合が約７８％，相続税が約１１．３％，金融取引税が約１０．６％と
なっている。１９６５年時点のドイツでは一般財産税２１が約５８．７％，不動産税が約
２５％，金融資本取引税が約１２．６％，相続税が約３．８％という数値であった。

ドイツにおける所得格差の問題は，２０００年以降特に注目されるようになって
きた。既に，１９９０年代以降の貧困リスクが増大していたことを受けて当時の政
府は，ドイツ経済・社会政策の機能を向上させるために「貧困」の分析を目的
として，所得階層の分析，失業率の実態，貧困への政府対応等を総合的に調査
する『第１次連邦政府貧困富裕報告書』２２を２００１年に公表した。２０１３年の第４次
報告書２３では低所得分位層の個人世帯資産所有割合が低下したこと，資産関連
課税税収が国際的に低いこと，等を医療政策，福祉政策，住宅政策，教育政策
より総合的に議論している。最終的に所得格差の拡大が継続的に見られている
と指摘し，これに基づき資産課税の増税議論が一般財産税再導入等において引
用されてきたのである。しかし，この報告に対する批判２４もある。

〈図３〉主要国の一般財産税税収推移［総税収に占める割合］（単位：％）
出所：OECD（２０１４）: Revenue Statistics,４０００Taxes on property.より作成

２１ 負担調整課徴金を含む。
２２ BMAS（２００１）.
２３ BMAS（２０１３）.
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データの基となっているのは連邦統計局の所得・消費標本調査（EVS２５），ド
イツ経済研究所（DIW）の社会経済パネル（SOEP２６），および連邦統計局の国
民経済計算（VGR２７）である。EVSはミクロセンサス２８を基にした年次の標本
調査が中心であり，ドイツの家計調査の代表的な統計となっている。約８３万人
と約３７万世帯を対象としているが，所得・財産調査に際してはこのデータを基
に，毎月の家計純所得が１８，０００€以上の者や公的施設居住者等特定階層を除外
して５年毎２９に調査している。SOEPは同じく民間世帯を対象に調査しており，
対象数は少ないが同じ世帯（約１１，０００世帯）を長期的に調査している点が異な
り，所得格差のトレンドを分析するには適しているといえよう。従ってSOEP
の結果から例えばGrabka／Westermeier（２０１４）３０は，ドイツのジニ係数（総
所得）が資産格差に基づく年金所得者数の上昇や東西所得格差等から相対的に
高くなってきていることを問題視しているのである。

さらに，資産格差の拡大を指摘する場合，課税標準の評価問題も議論しなけ
ればならない。統一評価に基づく一般財産税徴収が違憲とされているため，新
たな一般財産税は統一評価以外の課税標準を求めなければならない。一般財産
税は本質的に個人の正味財産を対象とするものであるが，それ故に評価の適性
性や資産の秘匿が常に問題となってきたが，SPDや緑の党は相続税の評価手法
と同じ評価基準を提案しており，この問題も詳細な論考が求められている。こ
れらの考察から一般財産税の復活は近年急激に実現の可能性が高まってきたの
である。しかし，他方で資産評価に伴う徴税コストの問題を指摘している議
論３１は少なく，実現可能性を主張する際の大きな障害となっている。

２４ Vgl. Klaus-Schelletter. S／Kolf. I（２０１３）.
２５ Statistisches Bundesamt（２０１４）: HP.
２６ DIW（２０１４）: SOEP HP.
２７ Statistisches Bundesamt（２０１４）: HP.
２８ 人口抽出率１％から８０％の無作為標本抽出により学術用として公表されてい

る。
２９ ２００８年の所得・財産調査では約４．４万世帯と約１０万人を対象とした。Vgl. Nie-

hues. J／Schröder．C（２０１２）: S.２.
３０ Grabka. MM／Westermeier. C（２０１４）: S.１５１., Grabka. MM（２０１４）: S.９５９.
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３．２ 相続税（事業承継税制の縮小）
相続税において，現在最も広く議論され，かつ改革の可能性の高いテーマが

いわゆる事業承継税制の縮小である。一般財産税と同様に相続税も１９９５年の違
憲判決３２により課税標準の評価手法変更を余儀なくされた。すなわち，これま
での統一評価が適用できなくなり，新しい１９９７年相続税法においては，課税相
続財産として土地について新しく土地所有価格３３という算定手法を生み出し，
事業資産や非上場株式等には通常価格により評価されることとなった。通常価
格とは取引価格（流通価格）と同じとみなされているが，しかしながらその多
くが収益価格方式により価値判定されるものであった。

評価法３４において不動産の評価額は，土地のみの場合は標準地価で，建物が
ある場合は土地と合わせた建築種類により，比較価格方式，収益価格方式，実
物価格方式，の三方式から土地所有価格を一体化して算定する。他方で金融資
産の評価は，例えば預金資産は額面価格，株式は相場価格（流通価格），非上
場株式や個人事業財産は通常価格でそれぞれ算定する。しかしながら収益価格
方式に基づく土地所有価格としての算定手法は，取引価格として不確実性・不
平等性が残り，１９９７年相続税法においても解消されていなかった。このことか
ら２００６年に連邦憲法裁判所は，事業財産，土地財産，上場株式，農林事業財産
への相続税課税がドイツ基本法の平等原則に反するとの違憲判決３５を再び下し
たのである。

これを受けて新たに創設された２００９年相続税法は，特に事業財産の評価に取
引価格としての他の財産評価との正確性・整合性を強く求め，同時に事業承継
者に対する大幅な免除措置３６を設定した。しかしながらこの極端な優遇措置は，
租税政策上の優遇根拠である雇用の創設・維持，及び公共の利益の要請という
目標に対して，約１０８億€の税収減だけでなく，とりわけ事業財産評価の困
難・複雑性や，優遇による不平等の問題，個人資産からの租税回避行為（法人

３１ Kommer. V／Kosters. LF（２０１３）: S.４.
３２ BVerfG v２２.６.１９９５,２BvR５５２／９１, BStBl.１９９５II S.６７１.
３３ 野田（２０００）：p.１８２以下，§１３８. BewG. und§１７７. BewG.
３４ §１７６～１９１. BewG.
３５ BVerfG v７.１１.２００６, Az.１BvL１０／０２, BGBl.３１.１２.２００８, I S,３０１８,
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成り），さらには経済政策として本質的な中小企業の後継者育成の意義等にも
様々な免除効果や実証分析３７が必要とされた。

特にBDIやDIHK等の経済団体が主張する後継者育成や雇用確保のための免
除措置継続３８に対して，連邦財政裁判所は相続税が事業承継を脅かしていると
の根拠がないと指摘し，また連邦憲法裁判所は２０１４年７月の口頭弁論において，
現行の相続税法が全体の９割以上と見積もられる事業財産の優遇により，個人
財産との課税の平等という基本法や，公共の利益と雇用の確保という政策目標
に適っているかを税収や統計等から課税庁に示すよう要請した。

相続税における事業承継の問題について同族企業財団の２０１４年報告書３９では，
優遇措置が無くなった場合，調査した家族会社の約６６％が投資を削減するとし，
約５２％が雇用数を減少する予測であるという結果を出している。他方，連邦財
務省の学術委員会の報告書４０では，広範囲な事業財産の免除は，相続税の再分
配効果から正当化できず，過去においても相続税が企業の存続に重大な脅威と
なる証明はできないとして，優遇措置の廃止を主張し，代わりに課税ベースの
拡大，税率引下げ，猶予措置の縮小，により対応すべきとまとめている。
Houben／Maiterth（２０１１）４１も，２００７年相続税統計及び財産移転統計のある
DIWのSOEPデータを用いたミクロシミュレーションモデル（ErbSiHM１．１）
により新旧相続税法を比較分析し，１９９７年相続税法においても，流動性が喪失

３６ 従業員２０名以上の場合，取得後５年間賃金総計が相続前５年間賃金総計の
４００％を下回らない最低賃金水準を条件として，事業財産の評価は８５％（５年継
続条件）免除され，さらに１００％（７年継続条件）免除も可能である。§１３a. und
１９a. ErbStG

３７ Vgl. Blum. T（２０１２）, BDI（２０１４）, Houben. H／Maiterth. R（２０１１）, Gutachten
des Wissenschaftlichen Beirats（２０１２）, Potrafke. N et al（２０１４）.

３８ 例えばDIHKは２０１２年度の免除措置による１０８億€の税収減がなかった場合，実
証的な投資率から計算して約３４億€の投資が削減され，約５０万人の雇用が脅かさ
れると指摘する。Kambeck. R（２０１４）: S.５.

３９ Potrafke. N et al（２０１４）：Ⅲ．アンケート回答家族会社数１，７２９件を基にした
ifoの調査。但し約４３％は優遇額が高すぎるとも回答している。

４０ Gutachten des Wissenschaftlichen Beirats（２０１２）; S.１１.
４１ Houben. H／Maiterth. R（２０１１）: S.３７.
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し雇用や事業存続の危機が見られたことはないと実証した。さらに，Wiegard
（２０１３）４２は，国際比較においてフランスやノルウェー等の資産課税税収の対
GDP比の高い国は，ドイツやそもそも一般財産税の無い日本よりも公平な再
分配機能が低いと指摘する。
〈図４〉を見ると，総税比でも１９９０年代後半以降の税収増大傾向が顕著で，

２０００年代後半からOECD平均を上回り，２００９年の相続税改正後も大きな落ち込
みは表れておらず，２０１４年５月時点の予測でも今後５０億€前後４３の税収見積も
りをしている。一方，納税義務者数４４は２０１０年から極端に減少しており，とり
わけ贈与税納税義務者数は２００９年以前と比べて概ね半減している。特に贈与に
よる事業財産の移転が免除措置に基づいた結果であることが明瞭に表れていよ
う。

相続・贈与による財産移転額は２０１２年で総額５１９億€と見積もられており，
事業財産の移転額は約１９４億€４５あり，そのなかで贈与による移転が約８８％を占

〈図４〉主要５か国の遺産・相続・贈与税税収推移［総税収に占める割合］（単位：％）
出所：OECD（２０１４）: Revenue Statistics,４０００Taxes on property.より作成

４２ Wiegard. W（２０１３）: S.１８.
４３ BMF-Referat IA６（２０１４）: Tabelle４.
４４ Statistisches Bundesamt,（２０１４）: S. １１.，相続・贈与税合計で１７６，６９２人（２００９

年）から１３９，５２８人（２０１０年）へ減少した。
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めている。財産の総移転規模は非課税対象を含めるため正確な統計はないが，
Schinke（２０１２）４６によれば，２００９年で約２，２００億€と試算している。

３．３ 不動産税（統一評価の廃止問題）
資産課税全体に占める不動産税の割合が大きいのはイギリス，フランス，カ

ナダ，アメリカ，そして我が国である。OECDの国際統計を見てもドイツの不
動産税の割合は平均以下であり，市町村税税収に占める割合も２０１３年度で約
２２％であり，わが国の半分程度の規模になっている。

ドイツの不動産税は，その土地課税評価基準としての統一評価額が１９６４年時
点（東独は１９３５年時点）に基づいており，実態と乖離した評価基準については
様々な改革議論４７を呼び起こしていた。２０１０年に連邦財政裁判所が下した２つ
の判決４８により，２００７年度以降の不動産税を巡る評価の問題がこれまで以上に
論争を引き起こし，その後不動産税改革の実現可能性が高まってきたのである。

〈図５〉主要５か国の不動産税税収推移［総税収に占める割合］（単位：％）
出所：OECD（２０１４）: Revenue Statistics,４０００Taxes on property.より作成

４５ Potrafke. N et al（２０１４）: S.８.
４６ Schinke. C（２０１２）: S. ４１. ２００２年では約１，３００億€，２００７年では約２，０１９億€とい

う数字である。
４７ 野田（１９９９）：p.１５８以下。
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既にドイツ統一や１９９８年の総選挙を契機として，州政府や学術団体等から多
くの改革モデル４９が提案されていたが，それらを主に土地評価の課税標準視点
から簡素化すると以下のように類別できる。

モデルＡ：面積税（BY州，HE州，BW州他）簡素化目標
［土地面積及び延床面積が評価の中心（土地の価格は考慮しない）］

モデルＢ：土地価格・建物価格統合税（ベルテルスマン財団，HB州他）
［土地は標準地価，建物は収益基準に基づく価格が評価の中心］

モデルＣ：土地価格税（ドイツ住宅・都市・空間開発連盟）
［標準地価に基づく土地価格のみが評価の中心（建物の存在は考慮しない）］

モデルＤ：賃貸価格税（財務省学術顧問団，SVR）
［付加価値増価に基づく土地・建物価格が評価の中心］

モデルＥ：土地価格・建物面積統合税（財務省，市場経済財団，TH州）
［土地は標準地価，建物は量的指標が評価の中心（建物の価格は考慮しない）］

ドイツ不動産税において改革の争点となっているのは主に課税標準の問題で
あり，ドイツ統一評価法の役割を巡る根本的な制度改革が長年議論されてきて
いた。すなわち，これまでの土地と建物を一体とみなしていたドイツの公的課
税評価制度，及び，歴史的課税標準を基に課税計算を行ってきた税額算定制度
が，相互に関連しながら複雑性と徴税コストという行政負担の問題として，最
終的にドイツ統一評価制度の在り方にまで議論が及んでいるのである。

さらに，統一後の東西ドイツ土地財産格差の是正や，諸外国に比べて相対的
に少ない税収も，市町村にとっては営業税に次ぐ安定した財源であるがゆえに，
不動産税の物税的役割や都市計画・環境保全への貢献として多方面から改革論
が展開されてきたのである。これらのモデルから今後のドイツ不動産税は，物

４８ BFH （２０１０）: Az IIR６０／０８, und BFH （２０１０）: Az IIR１２／０９．判決の趣旨
は，２００６年末までの土地財産に対する統一評価は合憲であるが，それ以降は統
一評価に不公平性があるため，立法者に制度改革を催告した。

４９ DV（１９９９）: S.８８. f., 野田（２００７）：p.４６以下，BMF（２０１０）: S.５. f., Schulemann.
O（２０１１）: S.２２. f.
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税としての応益原則を強化していく方向性，又は，人税としての能力原則を新
たに加味する複合モデルの方向性に区分できよう。今後のドイツ不動産税が，
わが国の固定資産税のようにその課税標準を適正な時価に求めるならば，
３，５００万筆以上ある土地評価の統一評価に代替する取引価格（流通・市場価格）
決定のコストが徴税簡素化にとって障害となることは十分考えられ，反対もま
た課税の公平性や適性性に議論を残してしまうであろう。

第４章 その他の資産に係わる税全般

ドイツ資産課税を広義で捉え資産関連諸税として税収面から考察する場合，
相続税収以上の規模を持つものに財の利用課税として自動車税があり，財の流
通課税として不動産取得税がある。

自動車税はOECDでは消費課税に分類されているが，財の経常的利用に課税
根拠を置くものであり，実際の使用形態を問わず課税される一種の保有税とみ
なすことも出来よう。近年では特に環境保護の視点から保有に対してわが国同
様，種々の税率区分や優遇措置がある。特に，２００９年７月より自動車税の抜本
的な改革５０を行い，州税から連邦税に移管５１して一般財源とし，同時に，買い替
え特例及び同年９月までの自動車税免除を実施したことにより，エコインセン
ティブとして自動車保有者の利用・環境保護対策が進んだとされている５２。わ
が国では自動車税以外にも軽自動車税，自動車重量税，自動車取得税があり，
自動車に対する負担が諸外国に比べて多いことが指摘されており，環境問題と
合わせ景気刺激改革５３が進められている。

一方，同じ財産の移転に課税されるものでも不動産取得税は，自動車の取得
とは異なって資産課税に分類される。本来，不動産取得税は権利移転に際する

５０ Gawel. E（２０１１）: S.１３７. f.
５１ BGBl（２００９）: I S.１１７０. Gesetz zur Neuregelung der Kraftfahrzeugsteuer und

Änderung anderer Gesetze．
５２ 現在ドイツでは２００６年より商用車に適用されている距離制課金制度（LKW-

Maut）を国外乗用車にも導入する議論（PKW-Maut）が行われている。Vgl, Deut-
scher Bundestag（２０１４b）, Schmid Mobility Solutions（２０１４）: S.１０.

５３ 自動車取得税は消費税１０％増税時に廃止されることが決定している。
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流通・消費課税であるが，１９９７年の一般財産税廃止に伴う代替財源目的で税率
を３．５％へ引き上げていることからも，特殊な土地取引に際する財産流通課税
としての性格を有している。

そもそもドイツの不動産取得税は戦前より個別の州法として機能していたが，
１９７０年に連邦法へ変更して税率も一律に定めた。１９８３年の抜本改革により税率
は７％から２％に引き下げられたが，同時に多くの優遇措置を廃止して課税
ベースを拡大したことにより，その後税収は増大傾向にある。特に近年のドイ
ツ景気拡大局面での地価上昇により，州・市町村の税収としては不動産税に次
ぐ規模にまで発展している。しかしながら，２００６年より再び州による税率操作
が可能になり，都市近郊において税率が高くなる傾向が見られ，負担強化に対
する批判や１９８３年改革の意義が懸念５４されるようになった。

その他に地域的消費・奢侈税すなわち，税収が少ない雑税ではあるものの，
本稿の分類上で広義のいわゆる資産関連諸税ととらえて，わが国との法定外税
比較で触れておきたい税に，娯楽税，犬税，第２住宅税，等がある。ドイツ税
収統計５５では市町村のその他税に分類される地域的消費・奢侈税税収は２０１３年
度で１１．３億€あり，娯楽税が約７億€，犬税は約３億€，第２住宅税が約１億
€となっている。犬税はプロイセン期より治安目的や贅沢税として導入され，
現在でも犬の頭数制限や公共安全目的５６により課税されており，わが国では登
録料に類するものである。第２住宅税はわが国の別荘等所有税５７に相当し，市
町村の資金調達目的が主とされる資産保有税である。

さらにリーマンショック後のドイツ金融再編に伴う銀行税（Bankenab-

５４ Englisch. J（２０１３）: S.９８１.
５５ Statistisches Bundesamt（２０１４b）: S.２６.
５６ 例えばフランクフルト市の犬税は１頭９０€／年であるが，危険犬種は１頭９００

€／年となる。同市は２０１３年より馬税も２団体で導入している。Vgl. BdSZ
（２０１３）: Kommunale Steuern hessischer Städte und Gemeinden im Jahr ２０１３，
わが国の犬保有時には畜犬登録鑑札料約３，０００円以外には，ワクチンを除き年
５５０円程度の狂犬病代金のみである。

５７ わが国では熱海市のみが１９７６年より課税しており，約１万戸の住宅に対して
税収は６億円（２０１０年度）。
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gabe）５８もいわば法人資産課税として分類しておきたい。ドイツ銀行税は２０１１
年より将来の銀行破綻を防止する目的で設立された銀行再編基金へ毎年拠出す
ることが義務付けられているものである。これは連邦金融庁が各銀行の取引量
や経営規模に応じて徴収するいわば特定財源の負担金であるため，正確には税
に分類できるものではないが，公的な税による救済のみならず，金融機関相互
の自立救済措置として金融資産を保護する目的により政府機関が徴収するもの
でありことから，資産に対する広義の保有課税と見做せる５９であろう。

お わ り に

まず指摘できることは，近年のドイツ資産関連諸税の多様な改革議論の高ま
りを受けて，ドイツ租税政策の中心がこれまでの経済成長支援や雇用促進とい
う財政目標から，所得格差是正のための再分配機能を重視した財政目標へと変
化が見られてきていることである。このような政策転換の動きは，とりわけ
２０１０年以降の政治論争における税制改革諸案により明瞭に伺うことができた。
その経済根拠が税制のマクロ的な国際比較におけるドイツの現状に基づくもの
であった。

しかしながら，国内の租税政策は国際比較による客観性が規範たり得るもの
ではないことは言うまでもない。従ってOECDの要請によるドイツ資産課税制
度の改革を，ドイツ国内の経済政策上の諸課題を無視して，一般財産税再導入
論や相続税強化論等実現可能性の問題の有無として結びつけることは妥当では
ない。OECD加盟国の多くは資産関連諸税として不動産税が中心であり，再分
配機能としての一般財産税や相続税ではないことに注意すべきである。SOEP
のデータからもOECD加盟国内で特に不平等であるとは結論づけられなかった。

また，税収規模は財政政策に直接影響を与える尺度であるが，環境やサービ
スの対価に差異があるため税額比較だけではドイツの資産課税規模は小さいも
のの，犬税や第２住宅税のように我が国には少ない資産保有に対する財政責任
において差異が見られた。近年の相続税収の増大は，事業承継優遇の是非を巡

５８ BMF（２０１１）: Bankenabgabe, Auf den punkt，Informationen aus dem Bun-
desfinanzministerium.２０１１／０７／１４.

５９ OECD統計でも法人銀行税（４２２０）としている。

駿河台経済論集 第２４巻第２号（２０１５）

４２



る議論の結果，さらに税収が増える可能性が高まっている。一般財産税の再導
入は，依然として不透明である。ドイツの資産形成の約６５％が相続により発生
している６０ことから，再分配機能を一般財産税再導入に依存するのではなく，
相続税，及び，累進所得税に求めることこそ裁判所の求める水平的公平に貢献
できると言えよう。

そして不動産税は，わが国はもとより，OECD諸国と比較してもその税収規
模は低いものの，２０１０年以降多くの自治体で賦課率の引き上げが行われており，
税収の増大は期待できないだろう。にもかかわらず，２０００年代に入り各州政府
が主体となって公表した改革モデルの出現は，これまでの消極的な不動産税改
革の実現可能性が一段と高まったことが，その後の各界への影響から明瞭と
なった。これらの３税に共通する論点が評価の問題である。

１９９５年に端を発している課税財産評価の平等問題は，統一評価からの乖離に
より時価評価に集約されることが期待されたものの，依然として評価の主観価
値が引き起こす政治経済行政的見解の相違が，課税上の公平の概念や取引価格
としての客観価値を制度化できなくしていると言えよう。

本稿ではドイツ資産課税の現状と改革議論を不動産税，相続税，一般財産税，
をやや掘り下げながら，資産に係わる税をサーベイするに留めている。すなわ
ち，主要資産３税の詳細な課税理論や税収分析は行っておらず，それらについ
ては稿を改めて個別に議論していきたい。
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mordnung e.V.

・Englisch. J（２０１３）: Spezielle Verkehr- und Verbrauchsteuern, in Tipke／Lang
（Hrsg.）, Steuerrecht２１. Auflage.

・Gawel. E（２０１１）: Kfz-Steuer-Refrom und Klimaschutz, Wirtschaftsdienst,２０１１／２.
・Grabka. MM／Westermeier. C（２０１４）: Anhaltend hohe Vermögensungleichheit in
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winnmöglichkeit, Forschungsinstitut für Glücksspiel und Wetten２０１１／０４.
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・Schratzenstaller. M（２０１１）: Vermögensbesteuerung―Chancen, Risiken und Ge-
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Erbschaftsteuer, und Einkommensteuer, IFSt.４８９.

・Wieland. J（２００３）: Rechtliche Rahmenbedingungen für eine Wiedereinführung
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